
 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人質問 

 

環
境
建
設
常
任
委
員
会 

議
会
改
革
特
別
委
員
会 

議
会
運
営
委
員
会 

文
教
福
祉
常
任
委
員
会 

議
会
改
革
特
別
委
員
会 

議
会
広
報
編
集
委
員
会 

 
 

 
 

 
問 
施
設
入
所
利
用
者
・
入
所
待
機
者 

 

答 

現
在
の
と
こ
ろ
は
、
相
談
は
受
け 

は
何
人
で
す
か
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

て
い
な
い
。 

答 

平
成
２７
年
度
施
設
利
用
者
サ
ー
ビ 

 

問 

国
に
対
し
て
介
護
保
険
制
度
の
改 

ス
利
用
見
込
み
２
４
８
人
、
待
機
者
は 

 

悪
を
見
直
す
よ
う
に
求
め
る
と
共
に
市 

８
月
末
時
点
で
１
６
８
人
で
あ
る
。 

 
 

独
自
で
保
険
料
や
利
用
料
の
減
免
制
度 

問 

厚
労
省
は
、
要
介
護
１
・
２
の
生 

 

を
作
る
べ
き
と
考
え
る
が
。 

活
援
助
を
、
保
険
給
付
か
ら
外
し
原
則 

 

答 

介
護
２
０
２
５
年
に
は
団
塊
の
世 

自
己
負
担
化
へ
進
め
る
議
論
を
始
め
て 

 

代
が
高
齢
者
世
帯
、
認
知
症
高
齢
者
の 

い
る
。
市
民
の
皆
さ
ん
の
心
配
の
声
を 

 

増
加
が
予
想
さ
れ
る
。
低
所
得
者
の
負 

聞
く
が
、
相
談
を
受
け
て
い
る
か
。 

 
 

担
軽
減
が
図
ら
れ
る
べ
き
と
考
え
る
。 

 

障
が
い
者
施
設
で
の
殺
傷
事
件
に
つ
い
て 

問 

知
的
障
が
い
者
施
設
で
、
元
施
設 

 

る
が
、
今
後
の
課
題
と
考
え
る
。 

職
員
に
よ
っ
て
入
所
者
１６
人
が
殺
害
さ 

 

問 

栗
東
市
内
の
在
住
さ
れ
て
い
る
重 

れ
、
２６
人
が
重
軽
傷
を
負
っ
た
事
件
に 

 

度
障
が
い
者
の
方
は
何
人
お
ら
れ
る
か
。 

つ
い
て
、
本
市
に
お
い
て
も
不
審
者
の 

 

答 

市
内
に
お
住
い
の
重
度
障
が
い
者 

対
応
が
出
来
る
よ
う
に
す
る
必
要
が
あ 

 

数
は
９
８
８
人
で
あ
る
。 

る
と
思
う
が
、
今
後
の
取
り
組
み
や
考 

 
 

厚
生
労
働
省
か
ら
地
域
住
民
と
も
に 

え
を
伺
う
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入
所
者
の
安
全
確
認
に
努
め
る
よ
う
注 

答 

不
審
者
へ
の
対
応
を
想
定
し
て
い 

 

意
喚
起
が
さ
れ
て
い
る
。 

        

「
部
落
差
別
の
解
消
の
推
進
に
関
す
る 

 
 

 

法
律
案
」
の
問
題
点
に
つ
い
て 

問 

２
０
０
２
年
に
同
和
対
策
事
業
は
終

結
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
ま
た
国
会
で
は

新
た
に
法
案
の
動
き
が
あ
る
、
法
案
を
必
要

と
す
る
根
拠
は
な
い
。
本
市
の
所
見
は
。 

答 

理
念
法
で
あ
り
、
具
体
的
内
容
は
明

ら
か
に
な
っ
て
い
な
い
。
同
和
対
策
事
業
の

個
人
的
施
策
は
、
一
般
施
策
化
を
含
め
協
議

し
て
い
る
。
今
後
も
教
育
・
啓
発
事
業
等
は

取
り
組
ん
で
行
く
。 

 

  

生
活
保
護
・
就
学
援
助
制
度
の 

 
 

 

「
入
学
準
備
金
」
に
つ
い
て 

問 

小
・
中
学
校
の
入
学
準
備
金
支
給
を
３

月
に
支
給
し
て
い
る
市
が
あ
る
が
、
入
学
前

に
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
か
。 

答 

前
年
所
得
の
確
定
が
６
月
１
日
以
降

で
あ
る
た
め
、
入
学
前
の
支
給
は
で
き
な

い
。
改
善
の
検
討
は
い
ま
の
段
階
で
は
考
え

て
い
な
い
。 

問 

生
活
保
護
制
度
に
お
け
る
入
学
準
備

金
の
引
き
上
げ
、
実
費
支
給
を
国
に
求
め
る

考
え
は
。 

答 
生
活
保
護
は
公
的
扶
助
制
度
と
し

て
、
厚
生
労
働
大
臣
が
基
準
を
設
定
し
て
い

る
。
法
定
受
託
事
務
の
一
つ
で
、
生
活
保
護

法
に
基
づ
き
対
応
し
て
い
る
。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

問 

低
年
齢
児
（
０
歳
～
３
歳
児
未
満
）
の

小
規
模
保
育
事
業
Ａ
型
（
１３
人
以
上
１９
以

下
）
は
、
来
年
４
月
開
所
予
定
で
す
が
、
家

庭
的
保
育
（
５
人
ま
で
）
に
つ
い
て
の
検
討

は
さ
れ
て
い
る
か
。 

答 

「
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
新
制
度
」
に

お
い
て
、
本
年
度
低
年
齢
児
の
保
育
需
要
に

対
応
す
る
た
め
、
小
規
模
保
育
事
業
Ａ
型
の

事
業
者
の
募
集
を
し
た
。
家
庭
的
保
育
事
業

は
、
栗
東
市
家
庭
的
保
育
等
の
認
可
に
関
す

る
規
則
」
に
基
づ
き
、
認
可
の
申
請
が
あ
っ

た
場
合
は
今
後
検
討
し
て
い
く
。 

就学援助制度の入学準備金 

中学校新入学準備に、栗東市では

男子 49,600 円・女子 58,800 円最低

費用としてかかります。7 月支給で

はなく、3月支給を求めるものです。

3 月に支給している市があるのです

から、「入学前の支給はできない」「改

善の検討は考えていない」という冷

たい態度にとどまりました。引きつ

づき党議員団として調査し実現に頑

張ります。 

憲法 25条 

 「すべての国民は、健康的で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。国は、すべての生活

部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」 

「憲法を暮らしにいかす」栗東市になるように、伊吹みちえ、大西とき子両議員は個人質問を行

っています。 

 

 

介
護
保
険
制
度
、
来
年
の
通
常
国
会
へ
改
悪
法
案
提
出
計
画
が 

要
介
護
１
・
２
の
通
所
・
訪
問
介
護
の
生
活
援
助
・
福
祉
用
具
レ
ン
タ
ル
料
な
ど
を 

保
険
給
付
か
ら
外
し
、
74
歳
ま
で
２
割
負
担
な
ど
給
付
抑
制
と
負
担
増
を
検
討
し
て 

お
り
、
日
本
共
産
党
は
国
会
で
も
中
止
を
求
め
て
頑
張
っ
て
い
ま
す
。 



 

 

 

 

 

議案２３件のうち、平成２７年度一般会計決算・平成２７年度国民保健保険特別 

会計決算・平成２７年度介護保険特別会計決算・平成２７年度後期高齢者医療特 

別会計決算の認定に反対しました 

反対した議案は次の通り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案 23 件（人事２件・条例３件・その他３件・２７年度決算１１

件・２８年度補正予算）の審査を行いました。 

 

 平成 27年度後期高齢者医療特別会計決算 
 2008年度からの制度導入から、すでに 4回にわたり値上げが強行されました。 

今後、2割負担の導入が計画されています。 

 75歳以上の高齢者を国保や健保から切り離し、年齢で高齢者を分断する制度そ

のものが問題です。 

 後期高齢者の医療制度を廃止するとともに、老人保健制度に戻すことをもとめ

て反対しました。 

請
願
書
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
を
国
会
で
批
准
し
な
い
こ
と
を
求
め
る
請
願
書
」
は
不
採
択
に 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成 27年度国民健康保険特別会計決算 
 国民健康保険制度は、1961 年（昭和 36 年）に「皆医療保険」として、すべて

の国民が他の医療保険に入っていない場合は、国民健康保険に加入する、医療のセ

ーフティーネットの社会保障制度です。国庫負担が７０％から今では２３％程度し

かありません。 

 本市では、保険税滞納者に対して、135人が無保険者（資格証明書）、1275人が

3か月保険証・6か月保険証（短期被保険者証）が交付しています。 

 国庫負担増を求めると共に、一般会計法定外繰入で国保加入者の負担軽減を求め

て反対しました。 

  

 平成 27年度介護保険特別会計決算 
 平成 27 年度要支援１・２が介護保険から外れました。サービスを切り捨て、

自治体に責任を負わせ、要介護１・２の認定者を特養ホームへの入所を認めない。 

 全国医師会は、「給付の削減は、重度化を早め介護財源を圧迫するだけだ。本

末転倒だ」と批判しています。 

 老人クラブ連合会は、「制度が維持されても理念が失われてしまう」と批判が

集中しています。 

 介護を個人から社会への理念のもと発足した介護保険制度、人生最後に悲しい

思いをしないよう、人間の尊厳が守られる介護保険制度になるよう国に改善を求

めて反対しました。 

日本共産党栗東市議団ニュース   ２０１６年９月議会報告 

 大西とき子 ☎＆fax５５３－０４９２  伊吹みちえ ☎＆fax５５８－３２７７ 

平成 27年度一般会計決算 
 27年度に工場誘致奨励金として、約 1億 7854万円が（株）リチウムエナジー

ジャパン（㈱LEJ）に交付されている。平成 22年から総額約 10億 7600万円に

もなり、28 年度から 5 年間継続されます。さらに、28 年度から（㈱LEJ）を含

め 3社に奨励金を交付するとしています。企業への投資は、自治体の公益である

のかどうか。地域経済の活性化促進を促しているのか、雇用が増えているのか、

住民の福祉につながっているのか、住民が納得いくものではなく再検討すべきで

す。 

 また、企業事業資金貸付金について、たばこ業者への貸付金 9億円が返済され

ていません。貸付金の未回収は、市民のみなさんに負担を強いることであり納得

できるものではありません。 

 同和事業は、大津市・近江八幡市・日野町では廃止されている。本市は個人施

策の固定資産税減免を平成 28 年度廃止されますが、他の個人施策も一般瀬策に

移行すべきと言いました。 

 

 

 

般施策として取り組むべきです。同和事業の廃止、一般施策での改善を求めて反

対しました。 

 

栗
東
農
民
組
合
か
ら
提
出
の
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
を
今
国
会
で
批
准
し
な
い
こ
と
を
求
め
る
請
願
書
は
」
は
日
本
共
産

党
の
大
西
・
伊
吹
両
議
員
、
市
民
ネ
ッ
ト
の
田
村
・
中
村
議
員
の
５
名
が
賛
成
で
不
採
択
と
な
り
ま
し
た
。
政
府
が

先
の
通
常
国
会
で
は
、
交
渉
過
程
を
示
し
た
資
料
は
タ
イ
ト
ル
と
日
付
以
外
は
す
べ
て
黒
塗
り
と
い
う
も
の
で
、
国

民
へ
の
説
明
も
情
報
公
開
も
不
十
分
で
す
。
協
定
の
内
容
で
は
、
重
要
５
品
目
を
守
る
と
し
た
国
会
決
議
に
違
反
す

る
内
容
で
あ
り
、
さ
ら
に
７
年
後
に
米
国
な
ど
５
ヵ
国
と
関
税
撤
廃
に
つ
い
て
協
議
が
義
務
付
け
ら
れ
、
全
農
産
物

の
関
税
撤
廃
が
迫
ら
れ
る
そ
れ
が
あ
る
。
医
療
や
労
働
、
安
全
基
準
な
ど
に
も
影
響
し
ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
議
員
団
２
人
と
栗
東
市
民
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
３
人
が
賛
成
し
ま
し
た
。 

 
 

    

１２月議会日程（予定） 

12／５ 本会議開会 

  12 個人質問 

  13  〃 

  14  〃 

  15 各常任委員会 

  16  〃 

  19  〃 

  22 本会議閉会 


